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会計上の選択と数量的澗定
? ? ?
好
外部会計の中心的課題のひとつが代替的会計方法の中からの合理的な選択
にあるとすれば，各代替法を特定の観点から評価する以前において，それら
を注意深く識別したり分析したりすることがきわめて重要になってくる。ち
ょうど意思決定がそうであるように，会計上の選択も可能な代替的方法がす
べて列挙され，それぞれの特性が明らかにされなければ有意義にすすめるこ
とはできないから，まずありうべき選択の余地とか各選択肢の意味内容から
明確にして行くことが，最善の会計システムを選り抜く順備として不可欠で
ある。本稿は，こうした問題意識にたって，会計上の選択がどのような点に
ありうるかを明らかにして，議論の分岐点を見定めようとするものである。
I 会計，表現及びモデル
会計はいろいろな点で地図に似ているといわれる。地図が地球の表面の一
部についての模写であるのと同様に，会計もまた実世界についてのひとつの
写像でありモデルである。会計も地図もある対象や事象についての叙述であ
り硯実のある側面についての経験的言明をするが，それはさもなければ十分
に知られえない視実の姿を顕わにしているにすぎず，実世界そのものではな
い。経験的世界の，ある限られた事柄が約束を通じて表現されているにすぎ
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ないのであって，現地と地図とが異なるように会計で表現されているものと
表硯とは性質を異にする。会計は基本的に表現 (representation)に関し，
硯実の叙述によって知識ないし情報を生みだそうとするものにほかならな
い。
人は感情，意思，知識などを色，音，行為，文章などいろいろな手段で表
硯できる。 しかしこれらの諸方法の中で最も便利なのは記号（又は音声）の
体系として表わしうる言語 (language)である。一般的にいえば，言語は
記号の集合と記号と記号との関係を定める Jレール（文法）とを備えていなけ
ればならない。同時にまた，記号で表わされた言明が何等かの経験的な情報
内容をもちうるためには，記号とその指示対象との関係を決めるJレールの指
定によって各記号に意味が付与されていなければならない。記号及び記号の
結合規則のほかにこの意味規則があってはじめて言明は現実世界に関する表
現となりうるし，またこれによって人の判断や行動に影響を与える能力を獲
(1) 
得できるのである。
このような意味での言語には自然言語はもとよりとして地図や会計のよう
な人工的言語も含まれる。会計は記号，記号の結合規則及び意味規則を具有
していて，これらによって硯実のある側面について経験的言明を行なう。すな
わち，会計は経験界の事物や関係について「語る」記号の休系であるから，
構造の点からしても機能の点からしても言語そのものだといいえよう。
会計が硯実世界を記号で叙述すれば，叙述された限りにおいて現実は表現
されているといいうる。しかし，このような会計の表硯能力には限界がある
という点に注意を払わなければならない。まず第1に，会計は現実のありと
あらゆる側面に表硯を与えようとするものではないし，たとえそうしようと
(1) 言語の研究では記号の集合及び記号と記号の関係の研究が構文論(syntactics),
その指示対象に対する記号の関係の研究が意味論 (semantics)．そして利用者に
対する記号やメッセージの関係が語用論(pragmatics)と呼ばれそれぞれ区別さ
れている。この点については次のものに詳しい。 Charles Morris, Foundation 
of the Theory of Signs (University of Chicago, 1938); Rudolf Carnap, 
Introduction to Semantics (Harvard University Press, 1942). 
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してもそれは可能なことではありえない。会計はいろいろな硯象の中からご
く限られたことだけを拾い上げ，更にそれを単純化して写し取っているにす
ぎない。人びとに無関連な性質を捨象してしまう一方で，複雑な硯実を単純
化して叙述するのが表現通有の性質であり，この点からすれば会計的表現も，
現実のごく一部の単なるモデルでしかないといえよう。地図が現地の，プラ
ネタリウムが屋座のモデルにすぎないとすれば，同じ理由で会計も企業の経
(2) 
済的状況に関するモデルだといわなければならない。実際，｀複雑きわまりな
い現実が単純なモデルに変換されるからこそ，会計的表現は，過去を説明し
たり未来を予測したりするのに役立つ知識や洞察を提供できるのである。抽
象化あるいは単純化の手続により人びとの判断や行動に関連あることだけに
表硯が絞られなければそれは表現としての用を十分にはなしえない。この
点で，利用目的に関連ある属性の選択と表現との間には密接なかかわりがあ
ることが知られよう。エイコフはモデルについて次のように述べている。
「それら（モデルJは状況，対象及び事象の表硯である。それらは現実ほど複雑で
なく，したがって調査目的に利用しやすいという意味において理想化されている。... 
・・・・・親実に比ぺてモデルが単純なのは硯実の関連性ある属性だけが表硯されている
という事実による。たとえば道路地図は地表の一部のモデルであるが，それには植
(3) 
物は地図の用途に関して関連的でないという理由で載せられてはいない。」
会計を硯実のモデルないし表硯とみる場合において注意すべき第2の点
は，限られた一部の側面についてだけであっても，会計的表硯は必ずしも硯
実の完全な描写ではないということである。「モデルはしばしば借りた帽子
(4) 
のように合わない」といわれるが，会計においても叙述は 100バーセント忠
実な硯実の表現というようなものではない。会計という言語が記号の集りと
(2) See, Robert R. Sterling, "On Theory Construction and Verification," 
The Acco加伽gReview, July 1970, p.450. 
(3) Russell L. Ackoff, Scientific Method: Optimizing Applied Research 
Decisions (John Wiley and Sons, 1962), p. 108. 
(4) S. S. Stevens, "Mathmatics, Measurement and Psychophsics," in S. S. 
Stevens (ed.), Handbook of Experimental Psychology (John Wiley and 
Sons, 1951), p. 3. 
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それらの結合規則だけから成り立つというのであればもちろん，数学や記号
理論学でそうするように，記号操作の形式的側面にのみ注目してある言明の． 
真偽を立証することが可能であるかもしれない。しかし，会計的表現には意
味規則によって経験的含意がこめられているとすれば，そのような論理的証
明は不可能であり，なしうることのすべては経験的テストを通じて硯実への． 
符合を確かめることでしかないであろう。この験証 (verification)の手続は
モデルや表現の「現実性」の程度を明らかにするのには役立ちえても，その
(5) 
真偽を立証するような性質のものではない。実世界についての会計の叙述は
もともと確率的言明以上の何ものでもありえないし，またそうであるからい
かに験証の手続を重ねたとしても確実性に達することはできない。現実の表
現である以上，できうる限り現実を忠実に表現するというのが大切な要請で
(6) 
あることに間遮いはないが，同時に限界があるということも銘記されてしか
るべきである。地表の形状を完全に表現する地図がありえないのと同様に，
企業の経済状況を完全に描く会計というようなものも想像の上だけにしかあ
りえないのである。
]I 会計と数量的表硯
人がとりうる表硯の方法にはいろいろなものが考えられようが，それらの
中で会計に最も馴染みの深い方法が数による表硯である。ある対象叉は事象
の間の経験的関係を数の関係に写し取ることを一般に測定 (measurement)
(5) See, Carl Hempel, _Philosophy of Natural Sci,nce (Prentice-Hall, Inc., 
1966), p. 30. 
(6) FASBの財務会計概念基準書第2号 (SFAC,No.2)は， 検証可能性のほか
に，表硯の忠実性 (representationalfaithfulness)があってはじめて会計報告書
の信頼性がたかまるといい，これを会計規準にあげている。ここに表現の忠実
性とは「測度ないし叙述とそれが表現しようとする現象との間の符合ないし合
致」と定義されてじヽ る。 Financial Accounting Standards Board; Qualitative 
Characteristics of Accounting I吋'ormation,Statement of Financial Ac― 
counting Concepts No.2 (FASB, 1980), para. 63. 
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と呼んでいるが，会計は最も基本的な意味においてこの測定の観念によって
おり，この特質を抜きにしては会計の本質を語ることはできない。そこで，
測定の理論を少しばかり検討してみることにしよう。
数の概念は実世界における対象の多さ (numerousity)を具体的に数える
ことから生まれたと考えられるから，歴史的には抽象的な数学よりも測定の
方がはるかに古いといいうるが，それが理論的に深く検討されるようになっ
たのは比較的最近のことでしかない。測定の手続そのものは有史以前から適
用されていたにもかかわらず，その理論的な吟味はごく最近に到るまで全く
等閑に付されてきたのである。このため，測定の理論はいまなお未完成で，
測定とは何かという最も根本的な問題ですらなお未解決の状態にある。大ま
かにいえば，物理学上の測定の理論と心理学上の測定の理論との間に，ヨリ
一般的な用語を用いれば古典的測定論と近代的測定論との間に鋭い対立があ
(7) 
って，測定の定義そのものにも一般的合意はないのである。
．古典的測定論にあっては形式的な数学に物理学的解釈を加えるのが測定の
理論の課題とされていたから，測定の定義は一般にきわめて厳格で，代数の
結合規則に対応するような物理的な結合操作が存在する時にのみその属性は
真の意味で測定可能という考え方がとられるのが普通であった。これによれ
ば，長さとか重さといった属性には代数の加法のプロセスに似た具休的結合
操作が見出せるのに，密度のような属性にはそのような経験的操作は見出し
えず，したがってこの点において前者の基本的測定は後者の派生的測定から
厳に区別されなければならない，とされた。キャンベルの次の説明は明らか
にこの区別を強調するものである。
(7) 測定論の発展については次のものをみよ。 RussellL. Ackoff, op. cit.; Brian 
Elis, Basic Concepts of Measurement (Cambridge University Press, 1966); 
Richard Mattessich, Accounting and Analytical Methods (Richard D. 
Irwin, Inc., 1964) ; Robert R. Sterling, Theory of the Measurement of 
Enterprise Income (The University Press of Kansas, 1970); Moustafa F. 
Abdel-Magid, "Toward A Better Understanding of the Role of Measure-
ment in Accounting," The Accounting Review,・ April 1979, pp. 346-57. 
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「AとBが重さだとした時， われわれがそれらを一緒にして量ればA+Bである
が，密度である時にはそうにはならない。それゆえ，重さは基本的数量であるが密
(8) 
度はそうではなく，容積と質量とを前提とすることになる。」
他の基本的測定から計算的に導かれるにすぎない派生的測定も，「測定」と
いう同じ言葉が使われている点からずればこれも広い意味での測定だといえ
なくはないであろう。事実，古典的測定論においても温度のような内包量が
しばしば論議の対象に加えられていたし，またそれらの測定手続が立ち入っ
(9) 
て分析されることも決して珍しいことではなかった。しかしながら，このよ
うに測定の概念が拡大して理解される場合であっても，近代的測定論でそう
するように，数による分類や比較までも測定に含めるようなことはなかった
ことには注意が払われるべきである。問題の焦点はやはり基本的測定の限定
にあったのであり，これに付随する形でせいぜい間隔尺度による測定が取り
上げられていたにすぎない。古典的測定論が時に狭義説と呼ばれる理由はこ
こにある。
他方， 近代的測定論においては， 「その最広義にあっては測定とはJレー ル
(10) 
に従う対象又は事象に対する数の割当てである」ときわめて広く定義され，
一貫した数の割当規則による限り，経験的関係の数量的表現はいかなるもの
でも測定といいうる，と考えられる。これによれば，古典的意味での基本的
測定や派生的測定はもとよりとして，モーズ硬度計のような数による順序づ
(8) Norman R. Campbell, Foundation of Science (Dover Publication, 1957), 
p．切7.
(9) See, Rudolf Carnap, Philosophical Foundation of Physics (Basic Books, 
Inc., 1966), esp. Chaps. 5-10.沢田，中山，持丸共訳，「物理学の哲学的基礎」
（岩波，昭和48年）。なお基本的測定に対応する概念が派生的測定で，外延量に対｀
応するのが内包量であり，この2つの分類は正確には合致してない。たとえば相
対速度のような非加法的（非基本的）外延量というものがあることが知られて
いる。しかし，いずれも加法性を基本にする分類であるから，さしあたつては同
視して差し支えない。 (SeeIbid., pp. 74-76). 
(10) S. S. Stevens, op. cit., p. 1. 
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(11) 
けとか「個人の識別のために行うフットボール選手の背番号づけ」までも測
定の一種として扱われることになる。測定の本質的意味を加法性のある数量
に限定しようとした古典的測定論の観点からすれば，このような定義はあま
りに拡張されすぎており，全く異質の数量表現までを測定の概念に包摂して
しまうかにみえるが， スティヴンズによれば， それらの間には数の割当規
則の相蘊はあっても本質的な遮いがあるわけではない。 名目尺度 (nominal
scale)，順序尺度 (ordinalscale)，間隔尺度 (intervalscale)及び比率尺
度 (ratioscale)等の尺度構成法 (scaling)の中でどれによるかによって
測度の意味もまた適用できる統計手法も大幅に異なってくるから，厳格な尺
度構成を行うことは測定の能力と限界を明確にするうえできわめて重要では
(12) 
あるが，このことは数の割当てで使用されるJレール決定に関するだけであっ
て，測定の概念にかかわりがあるわけではない。経験的関係を数の関係に置
(13) 
き換えて表硯するという点では全く変りはないというのである。
近代的測定論は，これらの点のほかに，測定そのものの理解の仕方におい
ても古典理論とはなはだしく食い遣っている。従来では，測定されるものの
側にはある固有の属性があって，人がそれをどう観察するかとか人が数の割
当規則をどう定めるかということにはかかわりなく，測定対象の被測定属性
(14) 
はそのものとして先在するというのがむしろ支配的な考え方であった。たと
えば重さや長さは本来的に基本的ないし加法的な数量であるのに対して湿度
(11) Ibid., p. 23. 
(12) I did., pp. 23-30. 
(13) これらの近代論からする論点については次の文献をみよ。
J. Pfanzagl, Theory of Measurement (John Wiley and Sons, Inc., 1968); 
Theodore Jaye Mock, Measurement and Accounting lnformati-onCriteria, 
Studies in Accounting Research No. 13 (American Accounting Association, 
1切6); Isao Nakano, Accou”血 gMeasurement under Uncerta切ties(Rese-
arch Institute for Economics and Business Administration, Kobe Univer-
sity, 1977). 
(14) See, Norman R. Campbell, What is Science (Dover Publication, 1953), 
p.122. 
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は本質的に内包量だといわれ，測定の性質を決めるのは測定を行う人ではな
＜測定されるものの属性であるというように解されていた。しかしながら，
近代的測定論によればこの関係の解釈は全く逆になる。測定において生ずる
差異は測定されるものの性質の遮いによるよりもわれわれの概念上の遮いに
よるとされるのである。たとえば今日われわれは効用を比率尺度で測定しえ
ないが，それは測定される効用というものの性質によるというより，われわ
れがそういう測定方法をまだ知らないことによるのであり，原因はむしろ人
の側にあるとされる。実際問題として，効用は当初は望ましいもの望ましく
ないものというふうに名目尺度で測定（分類）されえたにすぎなかったが，
次第に順序尺度で測定されるようになったし，最近ではフォン・ノイマン＝
(15) 
モルゲンシュタイン型の間隔尺度による測定が一般的になりつつある。つま
り，測定に遮いをもたらすのはわれわれ人なのであり，またそうであるから
こそ知識の進歩とともに測定が改良されうるのである。スティヴンズは温度
の測定を高度化したのは人の概念であって温度という被測定属性ではなかっ
た点を次のように強調する。
「人が温度を感覚でしか知らなかった時，つまりあるものが他のものより「ヨリ暖
い」とか「ヨリ冷い」というものでしかなかった時には温度は順序という種類の尺
度に属していた。温度計の発達に伴いそれは間隔尺度になり，そして熱力学が気体
(16) 
の膨張比率を使って（絶対〕ゼロ度を外挿してからはそれは比率尺度になった。」
測定理論の発達の結果として，心理現象や社会現象のような非物理的属性
を測定するのはごく普通のことになってきているし，また従来は派生的測定
に分類されていた密度や速度のような量も計器の技術的改良により今日では
直接に測定することが可能である。このように測定にも進歩というものがあ
るが，それは測定のルールの決定や数の割当てが結局は人によって行なわれ
るということに大いに関係がある。測定は人が行なう表現の一方法であり，
したがって，カルナップもいうように，決定的に重要なのは自然よりもそれ
(15) Cf. Russell L. Ackoff, op. cit., p. 200. 
(16) S. S. Stevens, op. cit., p. 25.傍点原著。
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についてのわれわれの理解の仕方である。.. 
(181)9 
「自然に対して数を割り当てているのはわれわれである。現象そのものはわれわれ
が観察する性質しか顕わにしない。どの数値もわれわれが測定の手続を工夫しえた
(17) 
時においてわれわれによってもたらされるのである。」
皿会計測定のインプット
会計において測定が行なわれる局面にはいろいろなものがあり，適用され
る数の割当規則も局面によってまちまちである。まず最も原初的なレベルで
は，経済財の分類に基づいて勘定のクラスを指定し，取引の日付とともに増
減した財の数量又はその貨幣金額を勘定に記入するのが会計の慣行である
が，その際使用される財の分類番号や勘定番号は名目尺度による測定，日時
は間隔尺度による測定であるのに対し，取引数量ないし金額は最も厳格な比
率尺度による測定である。これらの数値をインプットとして計算的に誘導さ
れる資産総額，株主持分，純利益等の財務諸表上の諸数値も，投資利益率，利
益成長率，流動比率等の経営諸比率も共に比率尺度による測定であるが，こ
れらのデークに基づいて判定される収益性，成長性，肘務的健全性等は順序
(18) 
尺度か間隔尺度以上の尺度で測定するのは現在の測定技術では困難である。
(_19) 
会計測定のアウトプットの信頼性や正確性，あるいはその利用者に対する情
(20) 
報の価値等を数量化しようとする試みは硯在の最も有望な研究分野のひとつ
(17) Rudolf Carnap, op. cit., p.100.傍点原著。
(18). Cf. Richard Mattessich, op. cit., pp. 68-70. 
(19) エイコフは「計数，分類，順位あるいは間隔又は比率測定はその正確性につい
ての何等かの知識がなければほとんど意義がない。」 (RusellL. Ackoff, op, cit., 
p.205)．と述べているが，この分野の研究はまだ十分になされているとはいいえ
ない。
(20) 会計における情報価値の研究は既に第2段階に達しており，単一の個人の意思
決定に対する価値から複数の人びとに対する価値へと分析の角度が大きく転換さ
れている。これらの点に関しては次のものをみよ。
J. Hirshleifer, "The Private and Social Value of Information and the 
Reward to Inventive Activity," American Economic Review, September 
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であるが，これらの場合にも，せいぜい間隔尺度による測定で満足しなけれ
ばならないのが実情である。いずれにしてもこのように，単に会計システム
のインプットだけでなく， アウトフ゜ットの質や効果の評価まで視野を拡大
すると，会計において測定の理論を適用する余地は大きく，会計のほぽ全分
野にわたるといっても決していいすぎではない。
これらのいろいろな意味での測定の中でさしあたってわれわれに関わりが
あるのは会計測定システムのインプットとなる経済財の数量をどう測定する
かの問題である。インプットの諸数値を統合する方法が前もって定められて
いるものとすれば，会計システムのアウトフ゜ットはいわば自動的にインプッ
トから導かれ，「したがって，計算の誤りがないものと仮定すれば，アウトフ゜
(21) 
ットの正確性はもっばらインプットの正確性に依存する」ことになる。各勘
定の残高はインプットの数量を分類のうえ集計したものにすぎないし，財務
表上の金額とか経営諸比率は勘定の残高から計算的に誘導されたものでしか
ないから，インプットとなる経済財の数量的変動をまず正しく測定せずにお
いて有意義な結果に達するのは不可能であろう。しかも，重要なことに，経
験的事実との符合を照合できるところはこのインプットをおいて他にないの
である。
会計測定のインプットには，先にも触れたように経済活動によって増減し
た財の数量のほかに財のクラスの分類， 日時等の測度も含まれる。一般には
1971, pp. 561-574; J. S. Demski and G. A. Feltham, "Economic In-
centives in Budgeting Control Systems," The Accounting Review, April 
1978, pp. 336-359. 
F. Gjesdal, "Accounting for Stwardship," Journal of Accounting Research, 
Spring 1981, pp. 208-231; A. A. Atkinson and G. A. Feltham, "Ageney 
Theory and Role of Research to Support Standard Setting in Financial 
Accounting in Canada," Wor.king Paper, University of British Columbia 
(1981). 
(21) Robert R. Sterling, "An Explication and Analysis of the Structure of 
Accounting; Part Two," Abacus, Vol. 8, No. 2 (December 1972), p.158. 
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これら以外に価格に関するデータも必要だとして，この測定も必須だといわ
れるが，必ずしもそうであるわけではない。会計が最終的には貨幣的な表現
の形をとる以上，経済財の数量に乗ぜられるべき評価係数 (valuationco-
efficient)が要ることはたしかであるが，それは必ずしもィンプットとして
直接に測定されていなければならないものではない。市場における交換によ
って企業の経済財は増減するが，その際の経済財の増加量と減少量の比は交
換比率（価格）を意味しており， したがって交換された財の数量さえ正確に
測定されていれば係数はそれから容易に誘導することができる。交換で引き
渡した貨幣数量をもって受け取った財の評価額とする歴史的原価会計の場合
について特にこのことがいえる。
いまこの点を明らかにするため，たとえば時点 jにおいて， i番目のクラ
スの経済財を Xi；だけ取得し，その見返りに K番目の財である貨幣を Xij
だけ引き渡したとしよう。この場合，財 iの単位当り原価 Pijは，
瓦＝ふXii (1) 
と計算できるから，この原価を係数にして非貨幣財 iを評価するとすれば，
(22) 
会計記録は次のように行なわれるであろう。
（借方） i勘定 Pii•X1; 
（貸方） K勘定 Xu 
この例から明らかなように，歴史的原価会計においては交換された 2数量か. 
ら係数が内生され，取得された財が非貨幣項目であるかぎりそれはこの内生
された係数によって評価されることになる。この手続に従えば，係数と取得
数量の積 P;;•Xりは常に犠牲に供した貨幣量 Xki に等しく定められるから，
結果は犠牲貨幣数量 XkJを非貨幣項目にそのまま引き継ぐというのと同じ
ことになってしまうし，また取得された財がその後に他の経済財と交換され
る場合でも，最終的に実硯テストが満たされるまでこの過程が繰り返される
(22) この例はスターリングものを基にしている。 Robert R. Sterting ibid., pp. 
145-155, 
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ことになる。かくして，全体としてみると，歴史的会価会計では経済財の間
であたかも「値札のつけ換え」が行なわれているかのようにみえる。井尻教
授はこの点を次のように説明する。
「貨幣と交換に非貨幣資源が取得された時にはいつも貨幣の数量に基づき非貨幣的
資源の方へ値札が付けられる。非貨幣的資源が他の非貨幣的資源と交換に取得され
た時には後者の値札が前者へ引き渡される。……そしてそれぞれの資源のpC係
数）を導くために，それぞれのクラスにつき全部の値札を加えて資源の全数量で割
る。……先にみたように，これこそが歴史的原価会計がいかにうまくできていて称
贅に値するかの理由にほかならない。たとえば「いい Pを捜して q〔数量）に掛
ける」ことは誰にでもできるが， qから Pを自生するというようなことを誰がい
(23) 
ったい思いつくであろうか。」
このように評価係数を内生するのが歴史的原価会計の大きな特長であるこ
とは間造いないが，いわゆる時価主義会計の場合にも，類似の手続がとられ
ている点は注意されなければならない。時価主義会計においては払出価格
(exit price)と受入価格 (entryprice)のいずれが採用される場合であっ
ても，まず保有中の経済財と貨幣とが通常の条件下で交換されるという仮定
がなされ，その時に生ずるはずの貨幣の流れに基づいて時価の見積りが行な
(24) 
われるのが普通である。すなわち，交換時点を指定したうえで，．その時に保
有資源を最も有利に販売したなら得られるはずの貨幣の数量，あるいはその
時に当該資源を最も安価に購入するとしたなら支払わねばならない貨幣の数
量を推定し， これと実際の数量とから時価を誘導するのである。 時点 lに
おける仮定上の交換による貨幣の増減数量をXり、とすれば， i番目の経済財
の評価の係数は時価主義会計では次のように推計される。
P'il＝笠
Xii 
(2) 
(23) Yuji Ijiri, Historical Cost Accou”血ga叫 ItsRationality (The Canadian 
Crertified General Accountants'Research Foundation, 1981), p. 24.〔〕内
は挿入。
(24) Cf. E. 0. Edwards and P.. W. Bell, The Theory and Measurement of 
Business Income (Berkeley: University of. California Press, 1961), pp. 75-
77. 
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このような係数と保有数量の積が当該経済財の時価を示すといわれるが，そ
れは結局のところ X'uという仮定上の交換による貨幣の流れに等しいから，
時価主義会計の場合においてすら測定の拠り所は経済財の数量的な動きであ
るといって差し支えないであろう。会計ではしばしば価値，価格，原価とい
った貨幣評価に関連する概念が強調されるが，このように考えると理論上も
実務上ももっと大切なのはそれらの背後にある数量的な変動であることがわ
かる。実際，いかに想像をめぐらしても，われわれは経済財の数量の概念を
欠いた会計システムというようなものは考えることができない。
W インプット数量の測定
経済主体が従事する経済活動の中で最も重要なもののひとつは当事者の合
意ないし契約に基づく市場交換であり，この取決めにあたっては，交換され
る財の種類，履行の日時，場所等とともに，相互に引き渡される数量が指定
され，交換比率（価格）が定められる。 この取引目的に利用される数量とし
ては多さ（個数），長さ，重さ， 容積， 面積等のあいまいさのない量が選ば
れ，音高，暖かさといった争いの余地を残す量は使用されない。取引の交渉
は相対立する利害の一種の調整の過程にほかならず，したがって交換の対象
となる財の数量は当事者の双方が納得できるものでなければならないし，ま
た受渡しの事実関係を双方が経験的に確隠できるものでなければならない。
このため，交換では比率尺度によって測定可能な加法量が使用されるのが普
(25) 
通で，その測定の方法も，測定の単位とともに長い間に商慣習として確立さ
れている場合が多い。
このように交換される財の数量の測定方法が慣行によって既に確立されて
いるということは，とりもなおさず会計上の数量的な測定が普通はあいまい
さなく行なわれうるということにほかならない。会計システムの主要なイン
(25) 比率尺度による測定の全部が加法的ではない。比率尺度の要件を満たすような
測定で，加法性をたしかめる経験的操作がみつかってない数量はたくさんある。
しかし，ここではこの議論に立ち入らない。詳細については次のものをみよ。
Moustafa F. Abdel-Magid, op. cit., p.353. 
14(186) 第 27巻第 3 号
プットが取引数量であり，それが市場において明確に決められるとすれば，
この点に関するかぎりさして重要な測定上の問題は実際上ないことになるで
あろう。その理論上の重要さにもかかわらず数量的測定の詳細に立ち入った
(26) 
会計文献が案外少ないのはひとつはこの理由によると思える。
しかしながら，他方において，少なからぬ会計上の選択問題がこの数量的
な測定問題に端を発している事実をわれわれは指摘しないわけにはゆかな
い。大多数の場合には数量の測定は議論の余地がないほど明確であることは
たしかだとしても，それが困難で，このために意見の対立が生まれている場
合も決して少なくはないのである。そのよい例として，われわれは減価償却
会計と研究開発費会計における選択問題をあげることができる。
近代会計理論が確立される以前は，時間とともに下落する固定資産価値を
見積る手続が一般に減価償却と呼ばれ，数量の測定よりも貨幣評価が減価償
却の中心的課題をなすと考えられていた。これに対して近代理論では，全く
逆に，減価償却は評価問題としてではなく固定資産用役に基づく原価配分の
(27) 
プロセスとして把えられ，数量問題に還元されている。すなわち，固定資産
に具体化されている「サーヴィスの束」の消費過程に合せてその歴史的原価
を製品又は期間に配分する手続が近代的意味の減価償却なのであり，したが
って 1サーヴィス単位当りの原価はひとつの資産については除却時まで一定
不変で，サーヴィスの消費のパターンが異なるがゆえにいろいろな償却方式
(28) 
が生ずるとされるのである。ここで固定資産サーヴィス量の見積が可能であ
(26) 物量的測定から会計の議論を始めている教科書は少ないが，その少ないものの
ひとつが次のものである。
Maurice Moonitz and Louis H. Jordan, Accounting: An Analysis of Its 
Problems (Holt, Rinehart and Wiston, Inc., 1963), Vol. One, Chaps. 5 
and 7. 
(27) この歴史的プロセスについては清水宗ー著，「資産原価配分論」（森山書店，昭
和42年），第3部をみよ。
(28) いわゆる原価配分の背後に固定資産のサーヴィス単位の配分問題があることに
ついては次のものをみよ。
Maurice Moonitz and Louis H. Jordan, op. cit., pp.156-56; W. T. Baxter, 
Accouuting Values and Inflation (McGraw-Hill, 1975), pp. 145-56. 
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れば消費されたサーヴィス単位数と係数の積として償却費を計算するのは容
易であるが，実際にはそれを近似的にも測定する方法は今のところ全く知ら
れておらず，かくして周知の困難に直面する。誰もが認めるやり方で数量を
測定することはできないから，数量的事実を忠実に反映する償却方法を選ぼ
うにも依るべき基礎はどこにもないのである。
この償却方法の選択問題が棚卸資産の原価配分方法の選択問題と同列に扱
われるべき問題でない点は強調に値する。数量が既知である時に係数をどう
決めるかというのが後者の問題であるのに対して，前者の場合には数量の測
定自体に限界があり，したがってこの問題がたとえ解決されたとしても論理
的には係数を選択する次の課題が残る可能性がある。歴史的原価会計の場合
たまたま係数の選択の余地がない一ー先の(1)式で計算されたものがひとつしかな
ぃ—だけであって，たとえば時価主義の会計の時には数量測定の問題を処
理した後に更に「どの時価か」を決めなければならない。換言すれば，いわ
ゆる減価償却の問題は原価か時価か，あるいはどの原価かどの時価かといっ
た評価問題に関係なく生ずる数量測定次元の問題であり，この点において棚
卸資産の原価配分の問題とは本質的に異なっているのである。それはどのよ
うな評価係数が用いられる場合でも生じうる問題であって，歴史的原価会計
とか時価主義会計というような特定のシステムに固有なものではありえな
い。井尻教授も次のように述べている。
「私が力説したいことは……数量の qを見積る時の困難は評価の問題． つまり数
量1単位あたり価格を付ける問題と混同されるべきでないということである。評価
の問題は数量が決められた後でのみ生ずる。……qが確定された時には歴史的原価
であれ何であれ配分することに問題はない。かくて， いわゆる〔減価償却のよう
な）配分問題は原価を配分する問題ではなく数量を測定する際の難しさから生ずる
問題である。この問題は配分に特有なものでもなければ歴史的原価モデルに特有な
(29) 
ものでもない。」
このような数量的測定の問題がヨリ端的に現われてくるのが研究開発費会
計であることはよく知られている。固定資産の場合には取得当初と除却時に
(29) Yuji ljiri, op. cit., p. 42. C 〕．内は挿入。
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推測を可能ならしめる物的基礎があるが，研究開発活動によってもたらさ
れるといわれる「経済的効益」というものにはそうした手掛りは何ひとつな
い。「企業は将来的効益を期待して研究開発活動を行なう。 もしそういう期
(30) 
待がなければその活動は行なわれないであろう」ということも，また硯実界
の製品革新とかプロセス革新が研究開発活動の賜物であることも否定しえな
い事実である。しかしながら，研究開発活動によって生み出されるのは技術
とか知識とかいった目に見えない情報であり，それが果たしてどれほどの経
済的効益をもつかは一般に定かではない。「経済的資源が創造されたという
(31) 
しるしは何もない」し，またたとえその創造が確かだとしてもどれだけの量
のものが得られその後にどれだけ失なわれるのかは誰にもわからない。かく
して，全額費用化法，全額資本化法，選択的資本化法等の中でどれが最もよ
く「硯実」を表わすかという問題はとほうもない難題になってしまう。貨幣
の支出額は明らかなのだから，取得されたものの数量さえ測定可能であれば
それに基づいて係数は容易に決定できるが，その数量を見積る手立てが全然
ないのである。この場合にも問題の根元は明らかに数量的測定の次元にあっ
て，そこから代替的会計方法が派生してきているといえる。
このようにみてくると，会計システムのインプットとなる数量の測定が一
般にいわれているように自明でないことがよくわかるであろう。普通，数量
はあいまさなく決定できるという前提で評価の問題だけが前面に押し出され
ているが，そうした取り上げ方は決して正しいものとはいえない。会計の基
礎には経済財の数量的変動があるのであり，その測定は常に容易であるとは
かぎらない。上にみたように，むしろ数量的測定に困難があって，そのため
に深刻な意見の対立が生じている場合も少なくないのである。かくて，もし
硯代の会計理論に間隙があるとすれば，そのひとつはこの数量的測定の問題
(30) Financial Accounting Standards Board, "Accounting for Research and 
Development Costs, " Statement of Financial Accounting Standards No. 2 
(FASB, 1974), para. 51. 
(31) Ibid., para. 54. 
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であることは明らかである。スクーリングも次のようにいう。
「大多数の場合，棚卸資産や現金の数量を決定するのは取るに足りないことである
が，残念なことにわれわれの教科書はこれらの取るに足りないケースしか論じてい． 
ない。いかなる capsを選び（たとえば産出物量単位と耐用年数の選択），その数．． 
量をいかに決定するかという困難な問題は普通は「専門的判断」に任ねられてい
る？
v 会計測定の対象と事象
一般に「測定は測定されるべき何かを前提としており，その何かが何であ
(33) 
るかがわからないと測定は何の意義ももちえない」といわれ，測定システム
を説明したり設計したりする場合には測定を行う対象や事象を明確に定める
ことが不可欠になる。この対象の指定は測定しようとするものをいちいち列
挙することによってもあるいは測定対象のクラスを概括的に定義することに
よっても行ないうるが，列挙するには他と区別すぺき本質的特性が必要にな
るから，結局のところ関連ある属性を特定するという作業を免れることはで
きない。ある対象があるクラスの成分であるかどうかはそのクラスの定義に
よるわけであるから，測定目的に基づいて必要かつ十分な測定対象の属性を
特定することが第一の手順となる。エイコフによれば，そのクラスの定義は
本来次のようでなければならない。
「それゆえ，対象のクラスの定義は，その属性の 1つひとつが関心あるクラスを他
のすべてから区別するのに必要で，しかもそれらの全部がその区別に十分であるよ
（出）
うな属性を特定化することから構成されるべきである。」
(32) Robert R. Sterling, "Elements of Pure Accounting Theory, " The Ac-
counting Review, January 1967, p. 73. 傍点原著。なお， ここで capsとい
うのは固定資産のサーヴィス単位数を表現するために用いた測定単位で，加法性
が仮定されている点で効用と異なる。
(33) Peter Caws, "Definition and Measurement in Physics," in C. West 
Churchman and Philhurn Ratoosh (eds.), Measurement, Definition, a叫
Theory (John Wiley and Sons, Inc., 1959), p.2; 
(34) Russell L. Ackoff, op. cit., p.154. 
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もしこのようにして測定の対象が指定できれば測定の事象は対象の変化か
ら難なく明らかにできよう。「事象とは1つ又はそれ以上の対象に生じた何
(35) 
かである」から，たとえば2つの測定対象の数量に増加と減少が同時的に発
生したような場合には対象の変化から交換という事象が生起したということ
ができる。事象の定義は対象のそれに依存しており，したがってヨリ基本的
なのは後者ということになる。
経済財の数量的変動が会計測定の主要なインプットだとすれば，測定すべ
き経済財のクラスを特定することによって会計の測定対象を確定することが
できる。たとえば，貨幣とか貨幣項目だけを測定の対象にすると決められて
いる場合には，キャッシュ・フロー会計で実際にそうしているように貨幣や貨
幣項目の流れを数量的に測定すれば必要かつ十分であり，何を測定すべきか
について不明確な点は何も残らない。普通の会計システムではもちろんこの
ようにはっきりと測定対象を定めることは困難であるが，それは会計上の資
産や負債の定義が上のエイコフの要請を満たしていず，測定すべき経済財の
クラスが十分に確定されないことによると思われる。現在又は将来的な経済
的効益という属性に基づいて会計の測定対象を限定するのが今日の最も一般
(36) 
的な方式であるが，経済財の動きに会計がかかわる以上そういう属性が必要
なことはたしかだとしても，これによって測定すべき財のクラスが明確に定
められるかどうかきわめて疑わしい。叙上の研究開発費のほかに自生のれ
ん， リース資産，人的資振，悪財（汚染物質）等，限界的な項目の例は多数あ
る。したがって，これらの点からすると会計にとって最も重要なもうひとつ
の課題は測定すべき経済財のクラスをどう定義するかという問題であるとい
わねばならない。「会計で測定されるべき『もの』の正確な性質はこれまで
(35) Ibid., p. 155. 
(36) See, Financial Accounting Standards Board, Elements of Financial 
Statements of Busi加 s E叫erprises,Statement of Financial Accounting 
Concepts No. 3 (FASB, 1980), paras. 19-24. 
会計上の選択と数量的測定（岡部） （191)19 
(37) 
決められたことがないといっていいすぎでない」とまでいわれているから，
この領域はほとんど手付かずに残されていると考えてよい。
ところで，このように会計の測定対象を特定しようとする場合に注意を要
するもうひとつの点は時間の次元である。信用経済にあっては 2つとそれ以
上の財の交換は同時に履行されるとは限られないし， 貨幣や財の貸借もご
く普通の実務である。これらの信用の供与は当事者の双方に権利又は義務を
もたらすことになるが，会計でこれらを取り扱う場合には，時点を指定して
どの段階でそれらに認識を与えるかをあらかじめ決めておく必要がある。た
とえば将来の t1時点に i番目の財を引き渡す代りにわ時に K番目の財を
受け取るという取決めを現時点 t。で行なったような時には， to,t1, t2,ぁ
るいはこれら以外のどの時点で権利と義務を会計上認識するかという問題が
生じてくる。伝統的会計では当事者の少なくとも一方が履行した段階で，っ
まり t1で認識を与えるが，それはひとつの選択の結果であって，可能な方法
は他にいくつもありうる。t1とわで実際に受渡しした財を別々に記録して，
権利や義務の記録を全く行なわないのもひとつの方法であるし， toで未履行
(38) 
の契約を駆識するのも可能な方法のひとつである。測定の対象の定義によっ
てたとえば iとか Kという財がその成分をなすことが明らかであっても，
このようにそれらの財について生ずる将来的請求権とか引渡義務の範囲には
選択の余地が残されており，これをどう決めるかによって会計の測定対象は
異なってこざるをえない。測定すべき財の種類がはっきりと決められている
(39) 
場合であっても，それぞれについて「未来財」というものがありうるから，
(37) Kermit D. Larson, "Implications of Measurement Theory on Accounting 
Concept Formulation," The Accounting Review, January 1969, p. 39. 
(38) Accounting Standard Principle Board of American Institute of Certified 
Public Accountants, Basic Concepts and Accounting Principles Underlying 
Financial Statements of Business Enterprises, APB Statement No. 4 (Oc-
tober 1970) paras. 130-181.川口順一訳「アメリカ公認会計士協会，企業会計
原則」（同文館，昭和48年）。
(39) 井尻雄二著，「会計測定の基礎ーー数学的，経済学的，行動学的探究—」（東
洋経済新報社，昭和43年），第4章参照。
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これについても定義しておかないと会計の測定対象は完全に規定されたこと
にはならないのである。
会計が測定するものの選定は，形式的にいえば集合の定義と同じで随意の
(40) 
問題だといえなくもない。測定はひとつの表現であり，表現は何かの目的の
ために行なわれるのだから，用途との関連において測定するものの内容を広
くも狭くも自由に定めることができる。この選択のプロセスを明示化するこ
とはそれ自体重要な課題となりうるが，それよりもここで強調しておきたい
ことはそこにある大幅な選択の可能性のことである。経済財の数量的変動の
測定に会計の出発点を求めるとすれば，われわれは全くあいまいさのない量
を会計測定の基礎にしうるかにみえる。しかし，実際には必ずしもそうでは
なく，数量的測定の場合であっても測定する財のクラスとかそれらの権利・
義務については幾遥りもの選択の余地があり，それらの中でどれをとるかに
よって会計システムははなはだしく異なったものとなってしまうのである。
したがって，この点だけからしても，貨幣評価よりも前の段階において会計
にどれほど多くの困難な選択問題があるかがわかるであろう。
VI 結び
会計が最終的には貨幣的表硯という形をとる以上，数量に乗ずべき係数を
いかなるJレールによって決めるかという問題は避けて通ることのできない問
題であり，したがって歴史的原価基準とか時価主義の諸基準について理論的
な分析を加えることは当然に会計の重要な課題をなす。しかしながら，そう
した検討が有意義に行なわれうるためには，その前に会計測定のインプット
となる経済財の数量測定について突っ込んだ研究がなされていなければなら
ない。いかなる評価係数を用いるにせよ，測定しようとする財のクラスとか
それらの請求権と引渡義務の範囲を決めないわけにはゆかないし，またそれ
らの数量を測定したり推定したりする場合にも人の主観的な選択のプロセス
(40) Cf. Rassell L. Ackoff. op. cit., p.153. 
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が介入する。これらの数量的次元における選択によって会計測定システムの
構造が大幅に異なったものとならざるをえない以上，この数量的側面の検討
は少なくとも貨幣評価問題と同じ位に重要な会計の課題だといわなければな
らない。資産や負債の定義とか減価償却方法の選択のような会計上の重大な
論争がこの数量的測定問題に絡んでいる点だけからしても，その検討がいか
に大切かがわかるであろう。
このような重要性にもかかわらず，経済財の数量の測定は従来は会計にと
って自明のことしてされたり全くないがしろにされるのがむしろ普通のこと
であった。少なくとも理論上正当に位置づけられてきたとはいえない。この
ため真の争点はとかくおおい隠されがちで，多大な労力が不毛の議論のため
に費やされるようなこともこれまで決して少なくはなかった。われわれは数
量的測定と貨幣評価とを独立した2つの問題として把える一方で，これらの
両方を理論的枠組みの中に入れ，これによってまずこの弊から改めて行きた
いと思う。
